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本研究では 1985年から 2005年までの建設業における付加価値構造の変化を，TFP分析によって明らかに

した．建設業は 1990年までは著しい付加価値労働生産性の向上を見せたが，それ以降生産性は殆ど上昇して

いない．建設業を細分化して分析した結果，部門間に差異が確認された．建築と土木では市場規模の縮小時

期が異なり，付加価値減少局面において建築が資本生産性の向上で対応したのに対し，土木は労働生産性の

向上で対応した．総合工事業と職別工事業とでは，経済成長率の推移に 2年のタイムラグがみられ，工期が

短い職別工事業の方が市場環境の影響を先行して受けていた．建設業全体の労働生産性の推移は総合工事業

の推移と類似するが，職別工事業や設備工事業の推移とに差異が認められた． 
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1. はじめに 

 

(1) 背景 

建設産業の縮小が続いている．図-1に示すように建設

投資額は，90年前半をピークに現在では半減した．しか

しながら，建設業許可業者数は90年と比較してほぼ同水

準のままであり，建設業は以前にも増して競争が激化し

ていると考えられるが，この間，図-2に示すように，建

設業の付加価値労働生産性は低下した．この建設業の労

働生産性が低下し，そして向上しない原因は何であろう

か．それが本研究の主題である． 

 ところで生産性とは単位インプットあたりのアウトプ

ットの大きさで定義されるが，産業や企業の競争力を示

すバロメータとして用いられることが多い．本研究では

二つの生産性，すなわち，付加価値労働生産性と全要素

生産性に着目する．付加価値労働生産性は，単位労働投

入あたりの付加価値の大きさを表し，この向上が必ずし 

 

の賃金や余暇を増大させる源泉であるという意味で重要

な指標である．もう一方の全要素生産性とは TFP(Total 

Factor Productivity)と呼ばれ，労働生産性のような単一の

生産要素ではなく，全ての生産要素の投入に対する付加

価値の大きさを表すので，産業や企業の総合的な生産効

率を表す指標である．このTFPの向上が生産コスト低減

や生産量拡大を可能にすることから，TFP は技術水準を

表していると考えられている． 

 建設業を工事種類や事業目的で分類してみると，建築

工事では個人住宅や集合住宅，工場，学校，土木工事で

は橋梁やトンネル，ダムといった分類ができる．また，

建設工事に携わる企業は，元請や下請といった請負階層

による違い，専門工種や技術分野の違いなど多様な性

格・特徴を有している．そのような建設業の多様性を考

慮すると，建設業を総体としてとらえるだけでなく，特

性の異なる部門毎に分類して分析を行うべきである． 

  図-1 建設投資額 1)と建設業許可業者数 2)の推移 

図-2 主要産業の付加価値労働生産性の推移 

（国民経済計算 3)から算出） 
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(2) 本研究の目的と構成 

以上から，本研究では，建設業の経済成長と生産性成

長率の時系列変化を分析し，その要因を明らかにするこ

と，その際に，建設業を工事種類や企業属性などで分類

し，部門間の付加価値構造の差異とその要因を明らかに

することを目的とする． 

 また，本研究は産業別の生産性分析，建設業の工事種

類別の生産性分析，そして建設業者の属性別生産性分析

で構成される． 

 

 

2. 分析手法の概要 

 

(1) 分析モデル 

本研究は経済成長を要因分解する手法である成長会計

を用いる．成長会計によって TFP を計測する試みは

Solow
4)に始まり Jorgenson-Griliches

5)や Denison-Chung
6)ら

によって発展した．以下に，本研究で用いた分析モデル

を説明する． 

規模の収穫一定と完全競争市場を仮定する．生産関数

はコブ・ダグラス型で，ヒックス中立とする．この時，

部門 jの生産関数は以下で表される． 
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入量，��：技術水準，�� + �� = 1である．完全競争市場

では，資本の限界生産物が資本サービス価格，労働の限

界生産物が賃金率になる．すなわち， 
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ここに，��：資本サービス価格，��：賃金率である．式(1)

の対数をとって変形し，式(2)を代入すると， 
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となる．ここで， 
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はそれぞれ資本，労働の名目付加価値シェアを表し， 
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は技術水準の変化率で技術進歩を表す項，つまり，これ

がTFPを示すパラメータとなる．この式(3)を用いてTFP

成長率は経済成長率から資本投入量変化，労働投入量変

化の寄与を差し引いた残差として算定することができる． 

続いて，投入係数変化に着目したTFP成長率の要因分

解について説明する．Wolff7)を参考に，産業連関表につい

て部門 jの投入のバランスに着目すると以下が成り立つ． 

 �"#�$� + "%�$� + ⋯ + "'�$�
 + �� = $� (6) 

ここで，$�：産出額， "(�：部門 jにおける部門 iの投入

量，)：中間投入部門数である． �1 − + "(�
'
( 
 = ,�とお

くと,�は付加価値率を表し，これを用いて式(6)は次のよ

うに変形される． 

 �� = $�,� (7) 

一方，産業連関分析では資本と労働の投入量は，-�：

資本投入係数， .�：労働投入係数を用いて， 
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と表せ，式(7)と式(8)を使って式(3)を変形すると， 
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が得られる．この式を用いてTFP成長率は付加価値率の

変化率から資本投入係数変化率，労働投入係数変化率の

寄与を差し引く形に分解できる． 

次に，経済成長率をTFPでなく労働生産性を用いて表

す．付加価値労働生産性：2	3�の定義から，付加価値は， 

 �� = 2	3� × 	� (10) 

と表せ，以下のように付加価値成長率は労働生産性成長

率と労働投入量変化率に容易に分解できる． 
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さらに，式(11)に式(7)と式(8)を代入し変形すると， 
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が得られ，労働生産性成長率が付加価値率の変化率と労

働投入係数の変化率の差として算出される． 

付加価値資本生産性：273�も同様に， 
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となるので，式(11)，式(13)を式(3)に代入して， 
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が得られる，この式からTFP成長率は付加価値資本生産

性の成長率と付加価値労働生産性の成長率の寄与に要因

分解することができる． 

 

(2) 離散的な定式化 

 分析に用いる際は前述の式を離散化する必要がある．

ここでは，以下のようにして離散化を行った． 
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ここで，∆E = E:F# − E:, EG = HE:F# + E:I 2K である．こ

れらの式を用いて経済成長率や生産性成長率を計測する．

なお，太字の項はそれぞれの式から求める項であること

を意味する． 

 

 

3. 産業別の生産性分析 

 

本章では産業単位で分析を行い，日本産業の経済成長

を概観する．また，建設業と他産業との比較考察を行う． 

 

(1) 使用するデータと各種設定 

 ここでは接続産業連関表（昭和 62年－平成2年－7年
8），平成7年－12年－17年 9)）を用い，各断面期間におけ

る変化率を分析する．部門は産業連関表の13部門とする．  

労働コストを雇用者所得，資本コストを資本減耗と営

業余剰の和として評価する．この営業余剰は企業利益の

他に，個人業主と家族従業員の所得も含まれるため，本

来はそれを労働コストへ振り替えるべきであるが，案分

するための有用な情報がないため修正は行っていない． 

労働投入量は産業連関表の雇用表「有給役員・雇用者」

から求め，毎月勤労統計 10)の労働時間指数を掛けて，マ

ンアワーベースとする．なお，産業連関表の雇用者所得

に前述の個人業主と家族従業員の分が含まれないため，

それらの労働投入が考慮されないことに留意する必要が

ある．一方，資本投入量はその推定が困難である．本研

究では資本サービス価格が各期間で一定と仮定し，資本

投入量変化率が資本コストの変化率に等しいとした．も

う一つの資本に関する問題として稼働率がある．資本 1

単位に係わる費用は同じでも，稼働率が異なれば実質的

な資本投入量は異なる．本研究では電力投入量が資本投

入量と比例関係にあるという Burnside
11)の研究を参考に，

電力投入量係数の基準年比を稼働率指数として採用した．  

付加価値は労働コストに消費者物価指数 12)を用いて実

質化したものと，資本コストに設備投資デフレーター13)

を用いて実質化したものの和とし，実質値として用いた．  

 

(2) 分析結果と考察 

 図-3に各期間の産業別の経済成長率とその要因につい

て示した．85－90期では，産業全体で5.9％の経済成長率

となった．農林水産業や建設業を除く産業で同水準に近

い経済成長率となったが， 経済成長率が同程度でもその

要因となるTFP成長率や生産要素の投入量変化の寄与は

産業によって異なることが分かる． 

この時期の建設業は 15.7％もの突出して高い経済成長

率を達成し，他産業と比べて突出した値となっている．

バブル景気を背景に建設投資は 85年の約60兆円から 90

年の80兆円超へと急増しており，建設業者がこの間にす

ぐに増加しなかったこともあり，建設単価が上昇したこ

とで利益を急増させたと考えられる．また，労働と資本

の投入量を増加させているが，それらの投入量変化率の

寄与以上に経済成長率が高く，その差が高いTFP成長に

よって達成された分とみることができる．製造業やサー

ビス業も建設業と同様の要因構造となっており，この時

期にTFP向上による経済規模拡大が幾つかの産業で同時

に起こっていたと考えられる． 

ここで，労働投入は経済成長率ほど増加していなかっ

たが，図-1の建設投資額の推移と図-4の就業者数の推移

を比較すると，労働投入の増加が建設投資の増加から遅

れて生じていたことが分かる．この労働投入増加の遅れ

によって，経済成長率に労働投入量増加の寄与が占める

割合が小さくなったと言える．この期間の労働時間指数

は高く，この高い労働稼働率によって，急増した建設工

事に対応していたとみられる．また，雇用表を基に算出

した名目賃金（年間に受け取る給与総額）の変化をみる

と，85－90期に建設業は年率7.1％と全産業平均の4.3％，

製造業の4.0％を超える大きな上昇率を示し，一人あたり

付加価値の増大に貢献した．これらの事由がTFP向上に

大きく貢献していたと考えられる． 

 バブル崩壊による景気悪化が進んだ90－95期になると，

産業全体での経済成長率が1.8％となり，経済成長の鈍化

が確認でき，経済成長率がプラスを維持しているグルー

プと経済成長率がマイナスに転落したグループに大別で

きる．経済成長率がプラスのグループは 3 次産業が主要

であり，マイナスのグループは1次・2次産業で構成され

ているという特徴がある．この傾向は以降も続いており，

日本の産業構造の特徴としてとらえることができる． 

 建設業の経済成長率は前期から反転して－4.3％のマイ

ナス成長となった．その背景として，バブル崩壊によっ

て建設需要が低下したことが挙げられる．経済成長率の

鈍化は資本投入量の減少が主要因であり，労働投入量変

化の寄与は0.8％と小さく，TFP成長率は1.2％であった．

労働について詳細に見ると，雇用者数そのものは増加傾

向にあるが，85年以降労働時間指数は低下しており，そ

れが相殺し合いマンアワーベースの投入量変化がほとん

どないという結果になった．これらの事実から，工事量

が減少に転じたが労働投入量が減少しなかったため労働

生産性が悪化したこと，そして，労働生産性の悪化を補

うだけの資本生産性向上が起きTFP成長率がプラスとな

ったこと，この2点が言える．つまり，図-2に示す通り，

建設業の労働生産性はこの時期に低下したが ，一方で

TFP を向上させていたので，労働生産性の低下をもって
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建設業の生産効率が悪化していたと判断することは早計

である． 

ただし，資本投入量の85－90期の急増と，90－95期の

減少については，90年の営業余剰が高水準であるという

ことが大きく影響している．つまり，90年の資本投入量

の急増は営業余剰の増大が主因であり，その高水準の営

業余剰の全てが資本の投入に回されたとは考えにくい．

それを踏まえると，85－90期と90－95期の実際の資本投

入量変化は見かけよりも小さくなる．これについては 90

－95期について4章でさらに分析する． 

95－00期になると，日本の経済成長率はさらに低下し

た．産業全体で経済成長率は0.8％となり，前期でプラス

だった産業においても，商業や運輸業などはマイナスに

転じた．通信・放送のみ経済成長率が8.4％と大きく成長

しており，携帯電話やインターネットの普及による市場

拡大が主因であり，資本投入量の増加が顕著で，活発な

IT 関連の設備投資が行われていたことが窺える．この期

間の特徴として，全ての産業でTFP成長率がマイナスで

あることが挙げられる．また，経済成長率の高い通信・

放送やサービス業を除いて，労働投入量は横ばい，もし

くは減少しており労働節約的な傾向が見られた．資本投

入量はほとんどの産業で増加しているが，これは資本ス

トックの増加よりも，主として稼働率の上昇によるもの

であった． 

 

 この期間の建設業は，経済成長率が－2.4％で，前期よ

り改善しているものの，マイナス成長が続いていた．労

働と資本の投入量はともに減少していたが，資本につい

ては稼働率の変化が小さく，それに比して資本ストック

そのものの減少が大きかった．労働については，この期

間中の1997年に就業者数がピークとなり以降減少してい

くという転換を迎えた．前期ですでに建設投資が縮小局

面に入った中，この期間の中頃まで就業者数が増加して

いたが，図-4 に示すように建設業就業者数の全体就業者

数に占める割合は87年から97年までの10年間に一貫し

て上昇し，約 10％もシェアを拡大した．前半の 5年間程

度は建設投資の拡大と関連づけられるが，後半について

は建設投資が縮小しているにも関わらず雇用が継続して

いたことになり，建設業が景気後退期の雇用対策の受皿

であったということを物語っている．労働時間指数やマ

ンアワーベースの労働投入量が減少しているにもかかわ

らず就業者数が増加したのは，地方で中小規模の公共工

事が多く発注されたためと推測される．これについては4

章で土木・公共事業部門を対象に考察を行う． 

TFP 成長率は－0.8％と微減したが，建設投資の縮小と

ともに生産要素投入を減少させたものの，それまでのい

わば景気拡大期の＜都市集中・民間主導型＞建設需要か

ら景気後退期の景気対策による＜地方分散・公共主導型

＞建設需要へと転換していった中で，生産効率を低下さ

せたことがTFP低下の一因として言えるのではないだろ

うか． 

00－05期では，経済成長率は前期とさほど変化してい

ないが，その要因が異なり，いくつかの産業でTFP成長

率がプラスとなった．3次産業で TFP 成長率がプラスの

産業は金融・保険，不動産業，通信・放送，公務である

が，労働と資本の投入量変化率の寄与はTFP成長率ほど

大きくない．そのため，労働と資本を合わせた生産要素

の投入係数を低下させてプラスの経済成長率を達成させ

ており，生産要素節約的な技術進歩があったとみること

ができる．1次・2次産業でTFP成長率がプラスだったの

は製造業，建設業であるが，その大きさはそれぞれ2.0％， 

 図-3 産業別の経済成長率とその要因 

図-4 建設就業者数とその全就業者数に占める割合の推移 

（労働力調査 14）より作成） 
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0.7％と差があった．その差異に着目しながら建設業につ

いて次で考察を行う． 

 建設業は－3.1％の経済成長率で，労働と資本の投入量

を減少させていた．この点は製造業も同様である．建設

業の市場規模の変化率は－3.2％と経済成長率とほぼ等し

い．一方の製造業は市場規模の変化率が 0.15％のプラス

だったにもかかわらず，経済成長率が－1.4％とマイナス

であった．両産業の生産投入構造がこの期間で変化して

いないと仮定すると，この 2 つの指標からは建設業の方

が製造業よりも生産効率が良いとみることができそうだ．

しかし，製造業の方が高いTFP成長率を達成していると

いうのは，次のように説明できる． 

製造業は市場規模が拡大した一方で，生産要素の投入

を減らした．これは労働と資本の投入係数がともに低下

した，つまり，単位生産額あたりに必要な労働と資本を

減じ生産効率を向上させた，ということである．生産要

素投入量の減少によって付加価値も減少するが，減少分

の一部を利益として確保することで，付加価値の減少を

抑えたためにTFP成長率がプラスとなった．建設業では

労働と資本を減少させているものの，投入係数でみたと

きに労働はほぼ変化なく，工事量の減少に合わせた労働

調整を行っているに過ぎず，資本投入の減少は製造業ほ

どの寄与は無かった．そのために建設業の技術進歩は製

造業ほど進まなかったと考えられる．このように，単に

市場規模（生産額）と経済規模（付加価値額）の増減を

見比べるだけでは，生産効率の変化や技術進歩を掴むこ

とは難しく，TFPによる分析が重要であると言えよう． 

 

 

4. 工事種類別の生産性分析 

 

 前章で建設業全体の動向を分析したが，一般的に建設

業は建築と土木に大別できる．建築と土木でその市場環

境は大きく異なるため，両者をそれぞれ分析することで

差異が浮き彫りになると考えられる．そこで，本章では

建設業を建築と土木に分類し分析を行う．また，建築を

住宅建築と非住宅建築，土木を公共事業とその他の土木

建設にさらに分類して比較分析を行う． 

 

(1) 使用するデータと各種設定 

 ここでは，建設部門分析用産業連関表 15)-18)を用いて分

析を行う．分析期間は電子データの入手可能な1990年か

ら 2005年までを対象とする．なお，前章では建設業に建

設補修が含まれているが，本章では含まれない．また，

土木の公共事業部門に農林関係公共事業が含まれていな

い．これは建設部門分析用産業連関表の分類に基づいた

ためで，厳密には土木部門は公共事業と農林公共事業，

その他の土木建設の3つから構成される． 

建設部門分析用産業連関表は名目値しか公表されてい

ないため，各部門の中間投入額と付加価値額を実質化す

る必要がある．そのため，中間投入額は対応する接続産

業連関表のインフレーター表を用いて実質化し，生産額

は実質中間投入額と実質付加価値の和とする． 

 その他の設定は前章の産業別の分析と同様である． 

 

(2) 分析結果と考察 

 建築と土木とで全く異なる動向が確認され，建設業全

体の指標からは読み取ることのできない結果が得られた．

図-5に建築と土木の経済成長率とその要因を示す． 

90－95期における経済成長率を比較すると建築がマイ

ナスであるのに対し，土木ではプラスとなっていた．こ

の時期は景気後退による民間投資の冷え込みにより，民

間受注が主要である建築部門は大きく市場規模が縮小し

たこと，一方の土木部門は景気対策によって公共工事が

増発され経済成長が継続したことが，背景として挙げら

れる．また，建築の中でも住宅建築は経済成長率が－1.8％

と微減であるのに対し，非住宅建築が－8.5％もの大幅な

減少を記録しており，建築をさらに詳細にみると部門間

で差異がみられることが分かった．非住宅建築は景気後

退によって企業が素早く建設投資を低下させたのに対し，

住宅建築は個人向けの住宅需要がまだ強く市場規模を拡

大させていたことが，経済成長率の押上げ要因となった

と思われる． 

 TFP成長率を見ると，建築全体では0.8％の微増で，土

木は3.6％と高い．建築は市場規模の縮小に合わせ労働と

資本の投入を減少させ，技術水準に大きな変化をもたら

していなかった．土木は市場の拡大に合わせ労働投入を

増加させる一方資本投入を減少させて，全体としては生

産効率を改善させながら経済成長を達成したと言える．

実際，この時期の土木の労働生産性はほぼ横ばいだが資

本生産性を大きく向上させていた．このことから，図-2

の90年から95年にかけての建設業の労働生産性低下は，

建築の労働生産性低下が主因であったと言えよう． 

 ここで，資本投入量について考察する．表-1に建設業

全体と，建築，土木の営業余剰の売上高に占める割合の

推移を示す．これから90年の営業余剰が突出して高いこ

とが分かる．80年代後半から90年前半にかけて建設投資

が急増したが，建設業はそれに呼応するように利益を急

増させた．この要因として，バブル期に建設業許可業者

数が大きく増加せず，供給能力に対し需要過多という状

態が生まれ，建設単価が上昇したことが第一に挙げられ

る．また，建設投資の増加に合わせて労働者を増加でき

なかったことも要因として挙げられる．これは 3 章です

でに指摘したが，図-1の建設投資額と図-4の建設就業者
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数を比較すると，建設投資の増加に遅れて就業者が増加

していることが確認できる．これによって，労働コスト

が抑えられた分が利益へ回ったと考えられる．このよう

に，利益の増加は一時的に労働が過小の生産体制になっ

たことも要因だが，建設単価の上昇の要因が大きく，そ

ういったバブル期の特徴を踏まえると，この時期の資本

投入量は営業余剰の急激な増加が主要因であり，生産効

率の度合いを示すという本来の意味での生産性は見かけ

よりも低かったと考えられる．つまり，図-2の建設業の

付加価値労働生産性は，バブル景気が始まった86年頃か

ら景気後退が明確になった94年，95年頃まで，実際の生

産性よりも高く評価されてしまっていると言え，建設業

の生産性を90年頃の高水準の時点と比較することは．適

切でない．バブル景気を挟んだ時期の付加価値労働生産

性の水準が同程度であるというのも，実質的な生産性水

準がそこまで変化していなかったことを示しているので

はないだろうか． 

 また，建設業はバブル期以降，建築も土木も趨勢的に

営業余剰の割合を減少させており，90年以降の継続的な

資本投入量減少の要因になっていると考えられる．つま

り，建設市場の縮小に対し，各企業は利益の圧縮で対応 

 

表-1 営業余剰の売上高に占める割合の推移 

 
1985 1990 1995 2000 2005 

建設 7.6% 12.8% 3.6% 1.9% 0.9% 

建築 8.9% 14.3% 4.5% 1.9% 1.4% 

土木 5.5% 10.3% 2.7% 1.8% 0.3% 

してきたが，2005年時点で営業余剰の割合がゼロ近傍ま

で低下した事実から，現在では利益圧縮による対応は限

界を迎え，新しい競争局面に入っていると推察される． 

資本投入量には上記のような営業余剰に関する諸問題

があるものの，それに留意しつつここでは分析を進める． 

95－00期になると，土木もマイナス経済成長に転じた

が，公共事業部門とその他の土木建設部門ではその度合

いが多少異なっていた．公共事業は投資額が頭打ちし減

少に転じた時期であって，まだその影響は軽微だったが，

その他土木工事は ISDNやADSL事業，携帯電話市場の

拡大で設備投資が活発だった電気通信施設建設部門を除

いて，市場規模を大きく減少させていた．この部門は社

会インフラ整備を行っている民間事業者が多く公共とし

ての性格が強く，景気後退局面の90－95期にいち早く建

設投資を縮小させた建築とで差異が生じたと推測される． 

 建築と土木では，経済成長率がそれぞれ－2.9％，－

2.8％と同程度であるが，その要因が異なっていた．どち

らも，労働と資本の投入を減少させ，TFP 成長率もマイ

ナスであるが，それぞれの寄与の大きさが異なる．これ 

を詳しく分析するために，95－00期の各種の成長率とそ

の要因分解したものを図-6に示す． 

図-6 (a) TFP成長率とその要因から，建築は資本投入

係数の低下によるプラス寄与から労働投入係数の上昇に

よるマイナス寄与と付加価値率低下の寄与が差引かれて

TFP 成長率がマイナスとなっているのに対し，土木は労

働と資本の投入係数が上昇していることが読み取れる． 

 

図-5 建築・土木別の経済成長率とその要因 

(c)  TFP成長率と労働生産性，資本生産性の寄与 

(b) 労働生産性成長率とその要因 

(a) TFP成長率とその要因 

図-6 95－00期の各種要因分解 



7 

 

また，図-6 (b)労働生産性成長率とその要因から，建築

の労働生産性減少率が土木に比べて約 2 倍であった．こ

れらのことから，建築は労働生産性の低下が土木よりも

大きかったものの資本生産性が向上したこと，土木は労

働生産性と資本生産性のどちらもが低下したことが分か

る．それは図-6 (c) TFP成長率と労働生産性，資本生産

性の寄与の関係を確認するとより明確である．建築では

資本生産性寄与よりも労働生産性のマイナス寄与が

0.9％ほど大きいため，TFP成長率が－0.9％となっている．

一方，土木は労働生産性と資本生産性がともに低下し，

その寄与が合計してTFP成長率－1.1％となっていた．こ

のように，建築と土木では経済成長率やTFP成長率が同

程度であったと場合でも，詳細に分析するとその生産構

造に差異があることが分かり，部門毎の分析の重要性が

確認できた． 

ここで，同期間における土木・公共事業の労働投入に

ついて詳しく考察する．本分析モデルで労働投入量はマ

ンアワーベースとしているので，労働者数の変化率と一

人当りの労働時間の変化率とに分解できる．公共事業の

労働投入量変化率は－0.3％であるが，労働者数変化率は

0.1％，労働時間変化率は－0.4%となっていた．このこと

から，公共事業に携わる就業者数は微増していたことに

なる．この95－00期は公共事業がピークを迎えた時期で

あった．景気対策として増発された公共事業は地域産業

の育成，雇用の確保を目的として地方各地で行われ，地

元企業が参加できるように中小規模の建設工事が多かっ

た．そのため，建設就業者がそれぞれの地域の建設工事

に従事し，中小規模の建設業者の新規参入も促されたた

め，マクロでみた当該部門の労働生産性が低下したと考

えられる． 

 00－05期は建築が前期と同程度の経済成長率だったの

に対し，土木は大幅に悪化した．建築の市場規模が 2000

年の約33兆円から2005年の約29兆円へと微減だったの

に対し，土木は約 30兆円から約 22兆円へと大幅に縮小

した．土木の市場規模の減少率は－5.3％と経済成長率の

－5.2％とほぼ同じであり，その減少分の寄与を労働投入

の減少でほぼ対応していたため，TFP成長率は0.1％とほ

とんど横ばいだった．一方，建築ではTFP成長率が1.1％

とプラスに転じていたが，前期までの労働生産性低下が

今期で解消されたことが要因として挙げられる．土木は

労働投入の大幅な減少が寄与して，若干（0.5％）の TFP

の向上が確認された．  

 以上より 95－00 期，00－05 期の労働生産性成長率や

TFP 成長率がマイナスから 1％程度のプラスの範囲内で

あったことが分かった．このことから，建設業において

生産性の向上の度合いは小さく，生産投入構造を変化さ

せるような技術進歩は少なかったと指摘できる． 

5. 建設業者の属性別生産性分析 

 

4章では建設工事の種類に着目した分類だった．本章は，

施工する建設業者の多様性に着目する．建設工事の請負

構造という観点からは元請業者と下請業者という見方が

できる．元請業者と下請業者とでは，同じ建設業者でも

業務内容が全く異なる．そこで本章では建設業者の属性

として建設業許可業種を用いて分類し，差異について考

察を行う． 

 

(1) 使用するデータと各種設定 

使用したデータは建設工事施工統計調査 19)である．対

象期間はデータが揃う1991年度から2009年度までとし，

前章までと異なり1年間隔の変化率の分析を実施する． 

基本的なデータの設定は前章までと同様であるが，異

なる点について解説する．労働に関して，①労働投入：

実際に現場で作業を行う労務作業員のループと，②労働

投入：技術管理者や間接部門の人員のグループに分割し

てそれぞれの変化を算定する．この二つのグループを統

合して一つの労働投入として表す際はディビジア指数

（厳密にはTornqvist
20)による離散近似型）によって集計を

行う．資本に関しては，各部門の電力投入量が不明なた

め，ここでは，稼働率を考慮していない．また資本コス

トは減価償却費と営業利益の和としている． 

 また，データの数値が調査年度によって若干のばらつ

きがみられるため，本研究では，3か年の移動平均をとっ

て，平滑化の処置を施している． 

建設業許可 21)とは建設業法第３条で定められ，軽微な

工事を除いてあらゆる建設工事を行うにあたって必要な

許可である．建設工事の種類（業種）に応じて28種類あ

り，取得した業種以外の工事を行うことはできないが，

複数種の許可を取得することが可能である．また，複数

の都道府県にまたがって営業所（建設工事の請負契約を

締結する事務所）を置く場合は国土交通省大臣許可，ひ

とつの都道府県内に営業所を置く場合は都道府県知事許

可という区分になるが，これは建設工事の施工場所を制

約するものではない．発注者から直接請け負う工事１件

につき，3000万円（建築工事業の場合は4500万円）以上

となる下請契約を締結するか否かで特定建設業と一般建

設業という区分がなされる． 

本章ではその建設業許可を，総合工事業，職別工事業，

設備工事業の 3 業種に大別して分析を行った．この分類

に含まれる各許可業種の内訳は，表-2の通りであり，総

合工事業は元請としての性格が強く，職別工事業は下請

としての性格が強い業種である．設備工事業は元請と下

請の売上高が同程度であるといった特徴がある． 
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(2) 分析結果と考察 

 図-7に業種別の経済成長率とその要因を示した．どの

業種も90年代前半に経済成長率を低下させている様子が

分かるが．90年代に資本投入量を先行して減少させ，そ

の後に労働投入量が減少するという共通の傾向が見られ

た．また，経済成長率推移の谷前後でTFP成長率が大き

く低下した． 

職別工事業と総合工事業とでは経済成長率の推移が似

ているが，時間差が生じているように見える．そこで，

この時間差（ラグ）について相互相関分析を行った．図

-8は 2業種の経済成長率について総合工事業を固定して

職別工事業の時点を 1 年ずつずらして相関を調べたもの

（コレログラム）である．これから，ラグが 2 年の時に

相関係数が最も高くなっており，職別工事業から 2 年程

遅れて総合工事業の経済成長率が推移しているという結

果が確認できた．職別工事業は下請工事が主要であり施

工期間は元請の全体工期より短いことから，市場動向の

影響が先に表面化しやすいと考えられる．それとは相対

的に，元請業者は工期が長く売上計上がずれ込み，景気

動向から遅れる傾向にあると考えられる． 

2000年代に入ると，資本投入量の減少が見られなくな

った．総合工事業は他の業種より労働投入量を大幅かつ

継続的に減少させていることが読み取れる．職別工事業 

表-2 建設業許可業種の分類 

総合工事業：総合工事業：総合工事業：総合工事業：6666 許可業種許可業種許可業種許可業種    
土木，造園，水道施設，ほ装，しゅんせつ，建築 

職別工事業：職別工事業：職別工事業：職別工事業：14141414 許可業種許可業種許可業種許可業種    
大工，左官，とび・土工，石，屋根，鋼構造物，鉄筋，板金， 
タイル・れんが・ブロック， ガラス，塗装，防水，内装仕上，建具 

設備工事業：設備工事業：設備工事業：設備工事業：8888 許可業種許可業種許可業種許可業種    
電気，電気通信，管，さく井，熱絶縁， 
機械器具設置，消防施設，清掃施設 

 

 

と設備工事業ではTFP成長が散見されるが，総合工事業

では直近を除いてほとんど僅かである．しかも前者の 2

業種は 2000 年代の経済成長率が－2％から上方を維持し

ているのに対し，総合工事業は－4％以下で推移しており，

差異が生じていた． 

 図-9 に業種別の営業利益率の推移を示す．3 業種とも

に90年代に営業利益率が低下し，この時期の資本投入量

減少の主要因となっており，前章までの考察とも整合す

る．2000年頃を境に 3業種ともに営業利益率が上昇に転

じたが，総合工事業のみ2004年頃から再び低下した．こ

れについて，図-10から公共工事の落札率 22),が2002年か

ら低下しており，図-7の総合工事業のこの時期の経済成

長率の低下と資本投入量の減少は，競争入札の激化によ

って元請業者が利益を圧縮して建設工事の受注を計った

ことが要因として考えられる．また，職別工事業と設備

工事業は2007年まで営業利益率を上昇させ，総合工事業

とは対照的に資本投入量を増加させ経済成長率の上昇に

寄与した． 

建設工事施工統計調査で業者数がピークだった1998年

から2009年にかけての売上高，業者数，就業者数の変化

率を表-3 にみると，総合工事業の売上高の減少が残り 2

部門に比べて大きく，それに伴い，業者数，就業者数の

減少も相対的に大きいものとなっていた．また，売上高

の減少率が同程度の職別工事業と設備工事業は業者数と

就業者数の減少率に差異が見られた．これついて，図-11

の業種別に算出した1社あたりの実質売上高の推移を 

みると，職別工事業の水準は総合工事業と設備工事業の

半分程度しかなく，市場規模に対し業者数が多いと言え

る．このため，設備工事業よりも厳しい競争環境にさら

され企業淘汰が進行したと思われる．その結果，1社あた

り実質売上高は職別工事業が 1990 年と同水準を維持し，

総合工事業と設備工事業がその水準を低下させたという

ことは興味深い． 

 図-12に業種別の付加価値労働生産性の推移を示す．こ

れから，建設業全体の動向は総合工事業とほぼ同じであ

ること，職別工事業と設備工事業は水準に大きな差があ

るがその動きは類似し，総合工事業に比べて90年代は急

激に低下し2000年代に高い回復を遂げていたことが分か

る．設備工事業は管工事や機械設備工事等が含まれるが，

この分野には指定工事店という仕組みがあり，例えば上

下水道では自治体・事業体が技能の確保や緊急時対応な

どを目的として認可制度を設け，機械設備ではメーカー

が技術漏洩防止などのために取扱い業者を絞り込むとい

ったことが行われている．そのため，過当競争と言われ

る建設業界の中にあって他工種と比べて独占性を有して

いることが，高い労働生産性の要因として挙げられる． 

図-7 業種別の経済成長率とその要因 
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表-3 売上高，業者数，就業者数の98‐09年変化率 

  売上高 業者数 就業者数 

総合工事業 -47.7% -36.7% -46.4% 

職別工事業 -30.1% -29.5% -34.4% 

設備工事業 -30.5% -16.6% -27.4% 
 

 

 

 

 

6. 結論 

 

本研究は建設業の付加価値構造の変化を労働生産性と

TFP の時系列分析によって行ったものである．本研究の

結果，下記に述べるような技術的問題はあるものの，建

設業の生産性の時系列変化の要因の分析は十分可能であ

ることが明らかになった． 

� 推計が困難な資本投入量の評価手法の改善 

� 建設業の詳細部門に対応した労働や賃金データの拡充 

資本データの測定に関する研究 23),24)などや資本の質や種

類に着目した研究 25),26)などが行われており，今日では JIP

データベース 27)のような生産性に関するデータが公開さ

れるようになった．また，建設工事施工統計調査は建設

業者の付加価値構造をより詳細に掴むため調査項目が追

加される予定である．資本推計の高精度化と統計データ

の充実等によって，詳細な分析が今後可能になろう． 

更に本研究の分析手法は汎用的であるため，企業単位

や地域比較，国際比較にも適用できる．例えば，個別企

業を対象に生産性を計測し産業平均との比較を行い，生

産性改善の取組みや経営戦略へ活用することなどが考え

られる． 

最後に，本研究の分析によって解明された建設業の付

加価値構造変化は以下のようにまとめられる． 

� 建設業の詳細部門毎に経済成長と生産性の変化に差異

が確認され，部門毎の市場環境や生産構造変化の違いが

大きな影響を与えていた． 

� 80年代後半の建設業（特に建築）は景気拡大，90年前

半の土木は公共事業によって高い経済成長を遂げた．そ

の際，市場規模の拡大に労働投入の増加が追いつかず，

賃金や建設単価が上昇した結果，労働生産性と TFP が

共に向上した． 

� 90 年の利益の急増は，資本投入量の急激な増加として

表れ，高い生産性成長率の主因となった．しかし，この

生産性は生産構造の実際を反映しているとは言えず，90

年頃の高い生産性を基準に建設業の生産性を議論する

ことは適切でない．  

� 建築は90年前半から市場が縮小したが，継続して資本

生産性を向上させた． 2000年代に入り労働生産性の低

下が収まり，TFP成長率は1.1％まで上昇した． 

� 土木は，90 年後半から市場が縮小し，労働生産性が一

時低下したが 2000年代前半に回復した．資本生産性は

95年以降低下し続け， TFP成長率をマイナスに押し下

げ，経済成長率の低下が継続していた． 

� 建築，土木ともに95年以降，TFP成長率が小さく，技

術進歩が停滞している． 

� 1990 年代に景気対策としての公共工事は雇用対策とし

ての効果は認められたが，労働者の増加や建設会社の新

図-8 コレログラム 

図-9 業種別の営業利益率の推移 

※直轄工事は8地方整備局で契約した工事 
（2005年度までは港湾空港関係除く） 

図-10 公共工事の落札率の推移 

図-11 許可業種別1社あたり売上高の推移 

(実質1990年基準) 

図-12 業種別の付加価値労働生産性の推移 

  （実質1990年基準） 
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規参入を促し，労働生産性の低下をもたらした． 

� 総合工事業と職別工事業とでは，経済成長率推移に 2

年のタイムラグがみられ，工期が短い職別工事業の方が

市場環境の影響を先行して受けていた． 

� 2000 年代の職別工事業と設備工事業は営業利益が伸長

し，経済成長率が総合工事業より高い水準となった． 

� 2000 年中頃の公共工事の落札率低下に合わせ，総合工

事業は利益を圧縮して工事を受注した結果，この時期に

経済成長率が低下した． 

� 建設業全体と総合工事業の労働生産性の推移は似てい

たが，職別工事業や設備工事業の推移に差異がみられた． 
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TIME SERIES TFP ANALYSIS OF CONSTRUCTION INDUSTRIES IN JAPAN 

 

Takushi UCHIDA, Hajime INAMURA and Shigeru MORICHI 

 

This paper analyzes a historical growth of construction industry by the total factor productivity based on 

input-output tables and other statistical surveys on construction works. The labor productivity of the 

construction industry was remarkably grown until 1990, but the productivity has been declining since 1990. 

The architecture sector improved the productivity of capital during the recession decades of 1990s, however, 

the civil engineering sector improved the productivity of labor when the market had declined since 2000.  

The growth of sub-contractor follows the economic conditions, while the growth of general contractor lags 

two years behind that of sub-contractor because of the different length of their contract period.  

 
 
 


